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1. はじめに

好ましくない施設の配置問題は最適施設配置問題の $-$つであり, 従来様々な研究がなさ

れてきた [2][6]. このような問題では, 例えばゴミ焼却所・原子力発電所の建設などが扱われ,

顧客は施設のサービスを利用したい-方で施設を嫌うことが考えられる. 従来の研究では

施設配置の意思決定者は–人であったが, 本研究では複数の意思決定者が競合する環境

の下で施設配置を決定すると仮定した. このような状況は, 施設配置に利得が絡んでくる場

合に起こりうる. 好ましくない施設の配置問題に競合性を導入するために, 同じく最適施設

配置問題の–分野である競合施設配置問題として問題を考察する.

競合施設配置問題の研究は, Hotelling[4]を先駆者として発展してきた. $\mathrm{H}_{\mathrm{o}\mathrm{t}\mathrm{e}}11\mathrm{i}\mathrm{n}\mathrm{g}$ は施設

を利用する顧客が線分上で–様に分布する市場において, 各企業が向島に施設を配置す

る条件の下で, 互いに競合する施設配置問題を考察した. wendell and McKelvey[8]は顧

客の分布を重みの付随する点に置き換え, ネットワーク上の問題として考察した. このネット

ワーク上の施設配置問題について, $\mathrm{H}\mathrm{a}\mathrm{k}\mathrm{i}\mathrm{m}\mathrm{i}[3]$ は企業の施設配置の決定を–度のみにし,

先に施設を配置する企業と後から施設を配置する企業を仮定することにより, 2つのタイプ
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の問題に拡張した. ネットワーク上の競合施設配置問題の研究については, Miller, FriesZ,

and $\mathrm{T}\mathrm{o}\mathrm{b}\mathrm{i}\mathrm{n}[7]$が詳しい. また, これらの施設配置問題では, 施設-需要者間の距離が問題の

主な評価基準として考察されてきた。この距離に加えて施設の質的レベルを考慮したモデ

ルとしては, $\mathrm{K}\mathrm{a}\mathrm{r}\mathrm{k}\mathrm{a}\mathrm{z}\mathrm{i}\mathrm{s}[5]$の論文が挙げられる。

本研究では, 施設-需要者間の距離に加えて施設の需要処理容量を考慮することにより,

施設のレベルの概念を導入した. そして, ネットワーク上で競合する 2企業が交互に施設を

配置する状況の下で, 利得最大化を目的とする問題について考察した. さらに, この状況に

おける施設配置を好ましくない施設の配置問題に導入し, 多目的施設配置問題として考察

した.

本論文における構成は以下の通りである. 第 2章では, 2企業が施設を交互に配置する状

況の下での競合施設配置問題について定式化を行\vee \searrow この問題における解として均衡解を

定義する. 第 3章では, 好ましくない施設の配置問題について定式化を行\vee \searrow 第 2章で述べ

た競合施設配置問題と組み合わせることにより, 多目的施設配置問題として競合性を考慮

した好ましくない施設の配置問題を構成する. 第 4章では, 本研究で取り挙げた施設配置問

題の–例について数値計算を行なう. 最後に第 5章で本研究をまとめる.

2. 競合施設配置問題

ネットワーク $G=(N, E)$ 上の競合施設配置問題は従来から考察されてきた [3][8]. 本研究

では 2つの企業 A $\mathrm{B}$ が施設を交互に配置する仮定の下で問題を考察する. そして, 交互施

設配置問題における解として均衡解を定義する.

2. 1. 交互施設配置問題

本研究では「交互」という状況を表わすために, 時刻と言う概念を用いる. 時刻 $t=$

$0,1,2,\ldots,T$ において, 競合する 2企業 AB は $t$ が偶数の時には $\mathrm{A}$ , 奇数の時には $\mathrm{B}$ に手番
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が回り, 各手番で企業は $m(t)$ (: 自然数定数)個施設を配置可能とする. 顧客は各点上にの

み存在し, 各点 $i\in N$には需要量 $w_{i}$ が付随する。施設は各点 j\in N上にのみ配置可能とし,

1つの点には高々 1つの施設のみ配置可能とする。各枝には各試問の距離 $d_{ii}$

. が付随する.

各企業の所有する施設の配置点の集合を各々 $N_{A},$ $N_{B}$ とおく. 点 jにおける施設の総需要処

理容量のレベルをろ (: $0$ 以上の整数)で表わし, その上限を $L_{j}$. とする. さらに, この施設の

建設費を $F_{j}(l_{j}\cdot)$ , 総処理容量を $\underline{O}_{j}(/_{J}\cdot)$ とする.

各企業の施設は距離の短い需要点から優先的に需要を処理し, 同じ需要点で競合した

場合には距離の短い施設から優先的に利用される. ここで距離が等しい場合には先に配置

された施設を優先的に利用する. これらの条件の下で, 需要点 $i$ から見た点 $j$ 上の施設の

優先度を $k\equiv k(i,j)$ ($k$ : 自然数)で表わす. このとき, 点 $i$ 上の顧客が優先度 $k$ 番目の点 $j$

上の施設によって処理される需要量 $q_{i}^{k}\equiv q_{ij}(/J)$ は次式で与えられえる :

$q_{i}^{k}=$

た

$\underline{\dot{O}}_{J}.(l_{J}.)$

$\dot{o}_{J}.(\sim/_{J}.)\leq w_{i}-\sum_{m=1}q_{\dot{l}}^{m}$

$w_{7}- \sum_{m=1}^{\iota}q_{i}k-m$ $0 \leq w_{i}-\sum_{n\Gamma-1}^{\mathrm{l}}q_{i}\leq m\underline{\dot{o}}(jl)k- J$

$0$ otherwise

ここで, $\underline{\dot{o}}_{J}.(l_{j})(0\leq\underline{\dot{o}}_{J}(l_{J})\leq\underline{O}_{J}(l_{J}. ))$は点 $j$ 上の施設の残余処理能力を表わし, 点 $j$ 上の

施設による需要処理後, 点 $i$ 上の顧客の需要量は $\dot{O}_{j}(\sim)l_{j}arrow\underline{\dot{o}}j(l_{J}.)-q_{j}|(l)j$ となる.

上式で与えられた需要量 $q_{ij}(l_{J}.)$ (上式では $q_{i}^{k}$ )を企業が得た売上げと置き換えると, 各企

業の利得は次式で表わされる :

$r_{j}(l.)J= \sum_{\dot{\mathrm{i}}\in N}\{\alpha\cdot qjj(/)j-\beta\cdot dijq_{ij}(l.)J\}-F(jl_{J}.)$

ここで, $\alpha,\beta$ はそれぞれ売上げ, 輸送費に関する係数を表わす. 各企業は利得の最大化を

目的として各時刻 $t$ における施設の場所 j.レベル 4を決定する. このとき, 各企業の交互

施設配置問題は次のように定式化できる :
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問題 $P^{1}$ .

$\mathrm{A}$ の目的関数:
$\max\sum_{j\in N_{A}}r_{jJ}(l)$

$\mathrm{B}$ の目的関数:
$\max\sum_{j\in N_{B}}\gamma_{J}(l_{j})$

問題 (P 1)について, 各企業の目的関数を単独で解くことにはあまり意味が無い. なぜなら,

どちらか-方の企業の利得最大化を目的とする時, 他方の企業は明らかにどこにも施設を

配置しない方が良いからである. 下節では, この交互施設配置問題 (P 1)において企業 A,B

双方の目的関数, すなわち利得最大化を考慮した時に現実的と考えられる解を定義する.

2. 2. 均衡解の定義

競合施設配置問題における解として, 一般的に用いられている概念はゲームの理論でよく

使われている「均衡」である. Hotelling[4]は Nash 均衡の概念を用いて解を与え, $\mathrm{H}\mathrm{a}\mathrm{k}\mathrm{i}\mathrm{m}\mathrm{i}[3]$

は後手企業の解に Nash 均衡, 先手企業の解に stackelberg 均衡の概念を用いて解を与え

た. 本研究における交互施設配置問題では, これらの均衡の定義を拡張した均衡解を問題

$(P^{1})$ の解として与える.

時刻 $t$で企業が配置する施設の点・レベルをそれぞれ f(t), $l^{n}(t)(n=1,2,\ldots,m(t))$で表わす

ことにより, 時刻 $t$での企業の行動を $c^{n}(t)=(j^{n}(f), ln(f))$で表わす。そして, 時刻 $t$までの各企

業 AB の戦略をそれぞれ以下のように表わす :

$s_{A}(t)=(c^{1}(1),\ldots,Cm(1)(1),C1m(3),\ldots,C(3)(3),\ldots,c^{1(t}(f),\ldots,cm)(t))$

$s_{B}(t)=(c(2),\ldots,C^{m}(\mathrm{l}(2)2),c1m(4),\ldots,C(4)(4),\ldots,c1-t1),\ldots,c^{m}((t-1)(t-1))$

ここで, 上式では $t$ が奇数, すなわち企業 A の手番における表現であり, $t$ が偶数の時は企

業 AB が入れ替わる. さらに, 各企業の戦略における企業 AB の利得をそれぞれ

$z_{A}(s_{A}(T),$ $s(B\tau)),$ $z_{B}(s_{A}(T),S_{B}(T))\text{と}k\backslash \langle$ .
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今, ある終端時刻 $T$ までにおける戦略 $s_{A}^{*}(T)=(s_{A}^{*}(t-2),c(t)1,\ldots,C^{m}((t)t),\ldots)\text{について}$ , 時

刻 $t$ 以降の行動を変化させた戦略を $s_{A}^{f}(T)=(s_{A}^{*}(t-2),\hat{C}(1r),\ldots,\hat{c}(m(t))t,\ldots)\text{とおく}$ . さらに, こ

のような戦略の全体集合を $s_{f}^{*}$ とおく.

定義 1. 各企業の g略の組 $(_{S_{A(T}^{*}})_{S^{*}(},B$ )$)\tau \text{が全ての時刻}t$ (l\leq t\leq T)に対して次の 2つの

条件を満たすとき, この戦略の組を均衡解であると呼ぶ.

(i) 企業 $\mathrm{A}$ の任意の戦略 $s_{A}^{f}(\tau)\in S_{f}^{*}$ に対して, 企業 $\mathrm{B}$ が戦略集合 $s_{f+}^{*}1$の要素として企

業 $\mathrm{B}$ の利得を最大にする戦略として

$\overline{s}_{B}^{t+1}(T)=\arg$ $\max$
$z_{B}(_{S_{A}^{f}()}\tau,s_{B^{+}}^{r}(\tau))\mathrm{l}$

$s_{B^{+}}^{(1}(T\mathrm{k}s_{t+}*\iota$

を選択した時, 企業 $\mathrm{A}$ の利得に関して次の式が成り立つ :

$z_{A}(_{S_{A}^{*}(}\tau),S_{B(\tau)}^{*})\leq Z_{A}(s_{A}^{\ell}(T),s_{B}\sim f+1(T))$

(ii) 企業 $\mathrm{B}$ の任意の戦略 $s_{B}^{t}(T)\in S_{t}^{*}$ に対して, 企業 $\mathrm{A}$ が戦略集合 $s_{t+1}^{*}$ の要素として企

業 $\mathrm{A}$ の利得を最大にする戦略として

$S_{A}( \sim t+1\tau)=\arg\max z_{A}(S_{A}(\tau),S_{B}(f+1r\tau))S^{;\iota}A^{+}(T)\in S^{*}f+\iota$

を選択した時, 企業 $\mathrm{B}$ の利得に関して次の式が成り立つ :

$z_{B}(s_{A}^{*}(T),sB(\tau)*)\leq Z_{B}(\overline{s}_{A}^{t+1}(T),SB(t\tau))$

定義 1を言い換えると, 均衡解とは「–方の企業がある時刻で先に戦略を変えた時, 他方

の企業が相手の戦略に対応してその時刻以降の行動について最適戦略を採ると, 先に戦

略を変えた企業は均衡解における利得と比較して得しない」‘という事である. 定義 1で述べ

た均衡解は Stackelberg 均衡解の拡張になっている. 本研究では, この均衡解を問題 $(P^{1})$

の解として求める.
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3. 競合性を考慮した好ましくない施設の配置問題

次に, 第 2章で述べた競合施設配置問題を好ましくない施設の配置問題に導入する. 好

ましくない施設の配置問題とは, 顧客は施設のサービスを利用するが, 施設の存在自体に

ついては好ましくないと思っている場合に考えられる最適施設配置問題の–つである. この

問題で取り挙げられる施設の例としては, ごみ焼却所・原子力発電所などが考えられる. こ

のような施設の場合, 住民の反感は距離に対して非増加, レベルに対して非減少であると

考えられる. 本研究では施設に対する顧客の反感を「汚染度」として数量化し, これを目的

関数として考慮することにより, 好ましくない施設の配置問題を考察する. さらに, この目的

関数と第 2章で述べた交互施設配置問題における目的関数である各企業の利得とを同時

に考慮した多目的施設配置問題として考察する.

3. 1. 好ましくない施設の配置問題

本章では施設配置問題における問題の定式化として第 2章で与えたものをそのまま用いる.

ネットワーク $G=(N, E)$ 上において, 第 2章と同様に顧客は各点上にのみ存在し, 各需要点

$i\in N$ に存在する顧客全体の施設に対する反感度として重み \varpi i が付随する. そして各需要

点 $i$ で施設配置点 $j\in N$上の施設から受ける単位反感度あたりの汚染度関数を次式で与え

る:

$Z^{i}(j,l_{j})= \frac{1}{1+\exp(\gamma \mathrm{o}r_{Di_{j}}+\cdot d\cdot-\gamma_{L}\cdot l_{j})}$

ここで, \mbox{\boldmath $\gamma$}0’\mbox{\boldmath $\gamma$}D’\mbox{\boldmath $\gamma$}L はそれぞれ汚染度の初期値, 需要点施設問の距離施設のレベルに関

する係数を表わす.

次に, 好ましくない施設配置問題について以下の条件を与える :

$\bullet$ 企業 AB の所有する施設の総需要処理容量の総和はネットワーク上の全 node に付随

する需要量の総和を上回る. すなわち, 全ての node 上の顧客はいずれかの施設のサ
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=ビスを受ける.

$\bullet$ 顧客は対象となる施設を所有する企業に対してのみ反感をもつ. すなわち, 各企業の

目的関数は所有する施設に対する汚染度の最小化となる.

このとき, 各企業の汚染度最小化問題は以下のように表わされる:

問題 $P^{2}$ :

$\mathrm{A}$ の目的関数:
$\min\max\sum_{j\in N_{\mathit{4}}}.\varpi i.Z^{i}(i\in Ij,l_{J}\cdot)$

$\mathrm{B}$ の目的関数: $\min$
$\max.\sum_{\in JNA}\varpi_{i}\cdot Z^{i}(i\in Ij,l_{J}\cdot)$

Subject to $\sum_{i\in N}w_{l}\leq\sum_{j\in NA}\sim o(jI_{J})+j\sum_{\in N_{B}}\underline{o}J(J/)$

問題 (P 2)における解は-般に複数個求められる. しかし, 顧客の立場から問題を考察する

ならば, 各企業の汚染度を総合的に評価する必要がある. このような場合には, 問題 (P
$2$

) $\text{の}$

目的関数を-つにまとめ,

$\min$ $\max\{i\in I$ $p_{a} \cdot\sum_{j\in N_{A}}\varpi\cdot zi(j,l)j+ipb.\sum j\in N_{B}\varpi_{i}\cdot z^{i\}}(j,l)j$

$(p_{a}\geq 0,$ $p_{b}\geq 0,$ $p_{a}+p_{b}=1)$

を解くことにする. ここで, $p_{a}$,pbは顧客から見た各企業の汚染度に関する影響力の比率であ

り, 上記の目的関数中で重みとして与える. 本研究では, 企業の施設配置において単独で

汚染度最小化問題を考察する時には, この目的関数を用いる.

3. 2. 競合性を考慮した好ましくない施設の配置問題

3. I節で与えた汚染度最小化問題 (P2) に利得施設配置問題 (P1) を導入することにより,

好ましくない施設の配置問題に競合性を導入する. 各企業の施設配置については交互施
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設配置問題に基づく. また, 目的関数は利得・汚染度の 2つとし, 制約条件は問題 $(P^{2})$ で

述べたものを採用する. 以上により, 競合性を考慮した好ましくない施設の配置問題 $( P)$は

次の多目的施設配置問題として定式化できる :

問題 $P$ :

問題 $P_{\mathrm{A}}$ :

$\max\sum_{\in J\mathrm{V}},r_{j}..(/_{J}\cdot)jA$

$\min$
$\mathrm{m}\mathrm{a}\mathrm{x}i\in I.\sum_{j\in NA}\varpi\cdot Z^{i}(j,/_{j}\cdot)i$

問題 $P_{\mathrm{B}}$ :

$\max.\sum_{j\in NB}r(\dot{j}/)j$

$\min$
$\mathrm{m}\mathrm{a}\mathrm{x}i\in I.\sum_{j\in N_{B}}\varpi j$

. $z_{(j}i,/_{j}$ )

Subject to
$\sum_{i\in N}w_{i}\leq\sum_{j\in N_{A}}\underline{o}(j)+l_{J}.\sum_{\in JNB}\underline{o}(j/_{j})$

この多目的施設配置問題 $(P)$ の解は-般に複数個存在する. 本研究では, 問題 $(P)$ につ

いて, 各企業の利得を目的関数, 汚染度を制約条件として問題を構成し, 複数個の解を以

下の手順で求めた。

1. 汚染度を考慮しないで利得最大化問題 (Pl) を解き, この状態における各企業

の汚染度MAl,MBlを求める. (解 1)

2. 単独で汚染度最小化問題 (P2) を解く. そして, この時の施設配置に対して利

得最大化問題の均衡解を求め, この状態における各企業の汚染度MA-,,MB\tilde
$\circ$

を

求める。 (解 2)

3. 手順 1, 2で求めた各企業の汚染度の汚染度を基にして, それぞれ定数

$M_{\tilde{A}}<M<AM_{A}^{1}’),$ $xL<M_{B}$ <Xらを与え, 次の 2式を問題 $(P^{1})$ における制約
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条件とする :

$\max.\sum_{J\in N_{A}}\varpi_{i}\cdot z^{i}(j,Ii\in Ij)\leq MA$

$\max_{i\in I}.\sum_{j\in NB}\varpi i.(Z^{i}j,l)\leq jM_{B}$

そして, このときの利得最大化問題の均衡解を求める. (解 3)

4。数値計算

本章では, 以下の多目的施設配置問題の例について数値計算を行なった. 各点間の距

離を表 1で与える. 各点における需要量と汚染度に関する重みを表 2で与える. 各点におけ

る施設のレベルの上限および各レベルに対応する施設の建設費・総需要処理容量を表 3で

与える. 各企業の施設配置は最終時刻を $T=3$ とし, 各時刻 $t=1,2,3$ について企業 Aが 10,

$\mathrm{B}$ が 2つ, A が 2っ施設を順に配置する. また, 売上げ輸送費に関する係数の値をそれぞ

れ $\alpha=100,$ $\beta=2$ とし, 汚染度に関する係数をそれぞれ $\gamma_{0}=-5,$ $\gamma_{D}=6$ , $,$ $=-4$ とする.

さらに, 多目的施設配置問題の制約条件として与える定数を, それぞれ以下で与える :

$M_{A}=(M_{A}^{1}+M_{\tilde{A}}’))/2$ , $M_{B}=(M_{B}^{1}+M_{\overline{B}}’)/2$

79



表 2. 各点における需要量と汚染度に関する重み

表 3. 各氏における施設のレベルの上限および各レベルに対応する
施設の建設費・総需要処理容量

数値計算の結果を表 4に示す. 表 4中の解 1\sim 3は, それぞれ 3. 2節で述べた番号リストに

従って求めた解に対応する. 解を $1arrow 3arrow \mathit{2}$ の順に見ると, 各企業の汚染度に関して

AB 共に低くなっており, 各企業の利得に関して $\mathrm{A}$ は小さ $\text{く},$ $\mathrm{B}$ は大きくなっている事が分か

る. これは問題 (P2)における制約条件が原因と考えられる. この需要処理容量に関する制

約条件と各企業の汚染度を制約条件化したものとは, 施設配置の意味について互いに相

反する意味をもつ. これらの制約条件を共に達成するためには, 制約条件が厳しくなるほど

両企業が非協力の関係にありながら協力的行動をとる必要があると考えられる. そこで, 利

得最大化問題の均衡解においても協カゲーム的な解が得られ, その結果として企業間の利

得格差が小さくなったためと考えられる.
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表 4. 好ましくない施設の配置問題の-例における計算結果

5. おわりに

本研究では, 以下の事柄について考案した.

$\bullet$ 施設の需要処理容量に関する質的レベルを考慮したモデルを提案した.

$\bullet$ 3手以上の交互施設配置問題における均衡解を定義し, これを基に複数企業の利得最

大化を目的とした競合施設配置問題を提案した.

$\bullet$ 施設が住民に与える汚染度を定式化し, 住民の立場から見た汚染度最小化問題を提

案した.

$\bullet$ 「競合施設配置問題」と「好ましくない施設の配置問題」を同時に考慮した多目的施設

配置問題のモデルを提案した.

今後の課題としては, 均衡解以外の解による問題の評価が挙げられる. 例えば maximin

解 (自企業の最低限の利得を保証する解)や minimax 解 (相手企業の利得最小化を目的と
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する解) などの解と均衡解とを比較する必要がある。次に, 本研究では数値計算とその結果

のみを示したが, より大規模な問題を解くためには均衡解を導出するための効率の良いア

ルゴリズムを考案する必要がある. さらに, 企業双方の汚染度に関する総合的評価を行なう

必要がある.
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